
会計事務の進化が、自治体の可能性を広げる
少子高齢化や公務員数減少の中、自治体には業務の見直しやデジタル・トランスフォーメーション（DX）、業務
効率化の推進が求められています。まずは会計事務という限られた領域から変化を起こし、財務情報を軸にした
PDCAサイクルを再構築することで、自治体や職員の業務のあり方を着実に改善することが可能です。
有限責任監査法人トーマツ（以下、「トーマツ」という。）は、財務事務・監査やDXに関する知見と、生成AIな
どのデジタルツールを活用し、専門家が現場に寄り添う自治体向け財務DX伴走支援サービスを提供します。単
なるシステム導入にとどまらず、会計事務から確かな具体的な業務改革を実現し、自治体の業務効率化と業
務品質向上に貢献します。

自治体の可能性を広げる第一歩を、会計事務から。
私たちはその実現に向けて、着実な変革をともに歩みます。 
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自治体向け財務DX伴走支援サービス



ダウンロード

伝票などの素案を作成

データ編集

チャットで問合せ

項目名 値 メモ
XXXXX
XXXXX
XXXXX

XXXXX
XXXXX
XXXXX

※ 貴団体（又は貴社）および貴団体（又は貴社）の関係会社とトーマツグループの関係において監査人としての独立性が要求される場合、本サービス内容が提供で
きない可能性があります。詳細についてはお問い合わせください。

トーマツが提供するソリューションの全体像

会計事務の負担軽減及び効率化

トーマツ

データ入力

予算書・決算書
などの素案を作成

自治体

写真を撮影、または
PDFファイルをアップロード

財務会計
システム ダウンロード

決裁回付・
監査・議会への
提出など

予算書・決算書など

担当者

証憑など

DATA

職員様

職員様

内容確認

財務事務に精通した専門家

予算書 決算書

職員様

トーマツでは、人口約10万人の自治体（以下「A市」といいます。）と連携し、トーマツのサービスを活用した財務事務の効率化及び高度化に取り組ん
できました。具体的には、まずA市における財務事務の流れを詳細に把握し、支出負担行為や支出負担行為兼命令書、調定書の作成、並びにこれ
らの確認・決裁・審査に要する1件当たりの業務時間を測定しました。その上で、財務事務に内在する課題を抽出し、解決策の立案及び削減効果の
検証を実施しました。
特に、決裁ルールや職務分掌、組織体制の見直しなどを含
む業務再構築（BPR）に加え、各伝票起票業務のアウト
ソーシングを導入した場合、作業時間の大幅な削減が期待
できるとの結果が得られています。

※パターン①（短期）は約3カ月、パターン②（中期）は約1年の期間を指し、それぞれの期間に対応可能なBPR策導入後の作業時間を示しています。

対象の会計事務
収支シミュレーション
予算要求資料の作
成・集約

予算業務
決算書作成
決算報告作成
決算財務分析

決算業務
帳票電子化
伝票作成
審査

期中業務 事業評価作成
EBPM

評価業務

自治体との取組のご紹介

パターン①※

（短期）
パターン②※

（中期）
As-Is

作業時間
As-Is作業時間
業務再構築（BPR）後の作業時間
BPRに加え、アウトソーシングを想定する場合の作業時間

BPRに加え、アウトソーシング
業務を導入した場合、
作業時間は大幅に削減

決裁者の削減
決裁パターンの見直し
複数ある審査の統合
必要書類の明確化
マニュアル、チェックリスト、FAQの整備
伝票起票部署の見直し など

BPR策の一例

証憑などをアップロード

アップロード 担当者DATA

オペレーション全体に
専門家が関与し
結果を確認

予算書 決算書

① AI-OCRで証票をデータ化
② 生成AIが取引データを自動作成
③ 支出審査チェックを生成AIが実施
④ LGWAN環境にデータ連携可

①決算財務分析
②決算統計素案作成
③事業評価案作成
④収支シミュレーション
⑤予算要求資料案の作成・集約

期中業務に関する
主な機能

決算・評価・予算に関する
主な機能

デジタルツール
クラウド

予定

予定

予定



自団体の財政状況を正確に把握したいというニーズに対し、トーマツでは多面的な財務分析を通じて財政状況を明確に理解できるようご支援いたしま
す。さらに、これまでの人口や財政状況の傾向を踏まえた類似団体の選定についてもサポートすることで、より客観的かつ比較可能な財務状況の把握
を実現します。
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決算財務分析

 時系列分析
 他団体との比較分析
 会計別分析（基金、特別会計など）
の切り口で多面的にクロス分析することで、
自団体の財政状況をより深く分析できます

Point 1
人口と産業構造から区分した一般的な類似
団体の選定・比較だけでなく、
 これまでの人口動態
 これまでの財政状況の傾向
も反映して類似団体を選定することができます

Point 2

既存の収支予測だけでは十分な将来の財政状況を把握できない場合でも、
トーマツのサービスでは、政策・施策の意思決定をパラメータとして反映したシミュレーション分析が可能です。
複数の政策パターンごとの将来予測を比較・分析することで、具体的なシナリオを検討でき、より的確な財政運営の実現をサポートします。

財政収支シミュレーション

公共施設マネジメントに基づく普通建設事
業費の将来見通しなどの大型投資について
も貴団体の方針等を反映します

Point 2

新しい施策が財政や健全化指標に与える
影響も検討でき、意思決定の判断材料を
提供することができます

Point 4

よく検討する指標パターンを設定し、
検討の省力化が可能です

Point 1

人口の将来推移や物価変動率をはじめ、
ふるさと納税の伸びなど各歳入・歳出項目
の実態に沿った係数を設定し、より精緻な
収支計画を作成します

Point 3
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ルーチンはAIに、職員は地域の未来を考える仕事へ
生成AIやエージェントAIの導入で、煩雑な入力やチェック作業の効率化が図られ、人の判断や分析が必要な重要な業務にこそ、職員
がしっかりと力を注げる環境を実現します。AIが日常業務を支え、職員は政策立案や計画策定といった本質的な仕事に集中可能に。
自治体の財務事務は、より効率的かつ価値あるものへと進化します。

第1段階：
財務データの生成

第2段階：
財務データの検証・審査

第3段階：
財務データの集計・分析

非定型的で
判断を伴う
対応

職員

定型かつ
形式的な
作業

AI
議会・住民などからの声に耳
を傾け、地域の未来に向けた
将来予測やシミュレーションを
重点的に実施

職員からの問いかけに応じて、
対予算比較、増減分析、内
訳・傾向分析を自動で実施し
て職員にレポートを提出

単純な照合作業はAIを活用
して効率化を図り、取引の背景
や特殊要因を考慮した高度な
判断や検証作業に集中するこ
とができる

支出審査基準などの法令・規
則などに基づいて、生成AI・エー
ジェントAIが取引の検証と審査
を自動で実施。職員による確
認や承認が必要なポイントを
提示してアラートを発出

個別事由や例外対応に集中
でき、上司や取引先などス
テークホルダーとの対話に多く
の時間をかけられる

帳票のPDFや写真データをデー
タで読み取り、過去の取引デー
タを参考にしながら生成AIが会
計データを自動で作成

AI

職員

AI活用により
職員の時間と余力が生まれる

地域の実情にあわせて最適化された
行政サービスで豊かな地域社会を実現

自治体や職員が本来取り組むべき
価値のある仕事に集中

時間・
余力
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